チテキ ショウガイシャ ノ ヒキコモリ ジョウタイ ノ ジッタイ ト カダイ ジギョウショ オ タイショウ ニシタ シツモンシ チョウサ ノ ブンセキ オ チュウシン トシテ by 高野 聡子
― 107 ―
聖徳大学研究紀要　聖徳大学　第 26 号　 聖徳大学短期大学部　第 48 号　107-113（2015）
聖徳大学児童学部児童学科・准教授
Ⅰ．問題と目的
　「ひきこもり」とは，「様々な要因の結果として社会的参加（義
務教育を含む就学，非常勤職員を含む就労，家庭外での交遊な
ど）を回避し，原則的には６カ月以上にわたって概ね家庭にと
どまり続けている状態（他者と関わらない形での外出をしても
よい）をしめす現象概念」と定義されており，精神保健福祉分
野を中心とした対応や支援の必要性が指摘されている（齊藤
［2010］6）。
　しかし，知的障害者のひきこもりに関する研究は，上記の一
連の研究の中で発達障害と並列的に記述され，知的障害者のひ
きこもりについてはその存在が指摘されている程度であった
（近藤［2010］286；齊藤［2010］17）。さらに知的障害者のみ
を対象とした研究になると，堀田・井澤（2006）のひきこもり
状態にある知的障害者の小規模作業所への復帰支援に関する事
例研究の程度である。
　以上からひきこもり状態にある知的障害者の統計データ，ひ
きこもり状態にある知的障害者の暮らしやそれへの対応方法な
どは明らかになっていない。そこで，本研究ではひきこもり状
態にある知的障害者の有無を数値化し，どのような知的障害者
がひきこもり状態にあり，どのような暮らしをしているのかを
数値から検討することを目的とする。
　なお，本研究におけるひきこもり状態とは，先述のように精
神保健分野や厚生労働省で用いられている「６カ月以上にわた
って概ね家庭にとどまり続けている状態」1）に鑑み，事業所か
知的障害者のひきこもり状態の実態と課題
～事業所を対象にした質問紙調査の分析を中心として～
高野 聡子
要旨
　本研究では事業所を対象に質問紙調査を実施し（回収率15.3％），①現在，回答者の事業所を利用している者で，
６カ月以上何らサービスを利用せず自宅にひきこもっている障害者と，②過去に回答者の事業所を利用していた
者で，６カ月以上何らサービスを利用せずひきこもっている障害者に関する暮らしの状況や対応について調査し
た。本研究の調査では，ひきこもり状態にある知的障害者は少ない数であるが存在し（現在の利用者で11.3％，過
去の利用者で13.8％），性別比は男性が高かった。また，平均年齢は30代（現在35.4歳，過去37.8歳）で，ひきこもり
状態になったきっかけは本人の体調（病気）や家族の問題が割合として高く，ひきこもり状態ではあるが外出する
こと（現在58.8％，過去32.6％）もあった。事業所が行っている対応は，電話対応が多く（現在61.8%，過去41.9％），
過去の利用者であっても事業所が自主的にひきこもり状態にある知的障害者の対応に取り組んでいた。
キーワード
　知的障害，ひきこもり状態，障害者福祉，障害者総合支援法
Abstract
　This study aims to clarify the conditions of Hikikomori people with intellectual disabilities. Hikikomori 
is a phenomenon in which a person stays at home for more than six months. This study administered a 
questionnaire survey for staﬀ that supports people with intellectual disabilities at welfare centers. The results 
of the questionnaire survey were as follows: (1) There was a small percentage of people with intellectual 
disabilities who were included in the Hikikomori group (current: 11.3%, past: 13.8%), and percentage of males 
was higher than females; (2) On an average, Hikikomori people with intellectual disabilities were in their 30s 
(current average: 35.4 years, past average: 37.8years); (3) The causes for people to become Hikikomori are 
related to their own health and their families’ problems, but they can go out in spite of Hikikomori (current: 
58.8%, past: 32.6%); (4) The welfare center staff also provide support over the telephone (current: 61.8%, 
past:41.9%). Therefore, the welfare centers continue supporting even those who have voluntarily stopped using 
their services.
Key words
　people with intellectual disabilities, Hikikomori, social welfare for people with disabilities, Comprehensive 
support law for person with disabilities
Conditions of  Hikikomori  People with Intellectual Disabilities 
TAKANO, Satoko
― 108 ―
高野 聡子 調査研究　知的障害者のひきこもり状態の実態と課題
ら見て６カ月以上何らサービスを利用せず自宅にこもっている
状態の者とする。
Ⅱ．方法
１．調査対象と回収率
　47都道府県から２つの都道府県Ａ県とＢ県を対象にした。Ａ
県とＢ県はともに2010年の国勢調査において全国10位以内の人
口数で，ともに過疎地域がある。調査対象の選定は，Ａ県・Ｂ
県が開設している福祉サービスが検索できるサイトから，障害
者総合支援法の日中の通所サービスを提供している事業所（生
活介護，就労移行支援，自立訓練を提供している事業所）を検
索し，1564箇所を対象とした。回答者は各事業所１人とした。
　回収率は15.3％（2015年３月20日時，N=240）であった。
２．調査方法・調査期間および調査内容
（１）調査方法・調査期間
　質問紙法による調査を郵送（配布）で実施した。調査期間は
2015年２月１日～３月20日までであった。
（２）調査内容・質問紙の作成方法
　質問紙は①回答者のフェイスシート，②現在の利用者の状況，
③過去の利用者の状況，④自由記述から構成した。回答形式は
選択形式と自由記述形式を組み合わせて設定した。
　なお，現在の利用者とは，質問紙記入時に回答者の事業所を
利用しているが，ひきこもり状態にある（６カ月以上何らサー
ビスを利用せず自宅にこもっている）者を指す。一方で過去の
利用者とは，質問紙記入時より前に回答者の事業所を利用して
いたが，質問紙記入時にはひきこもり状態にある（６カ月以上
何らサービスを利用せず自宅にこもっている）者を指す。各質
問紙の調査内容は以下の通りである。
　１）回答者のフェイスシート：回答者（事業所の職員）の性
別，年齢，勤務年数，取得資格・免許，職種，所属する事業所
が提供するサービス，事業所が対象とする障害に設定した。
　２）現在の利用者の状況：現在，回答者の事業所を利用して
いる利用者で６カ月以上何らサービスを利用せず自宅にひきこ
もっている人の有無について項目を設けた。有り（いる）を答
えた場合には，回答者の事業所で何人いるのか，その利用者の
年齢，性別，最終学歴，自宅にひきこもっている期間，暮らし
の様子，同居者，障害種，自宅にひきこもるようになったきっ
かけ，回答者の事業所でどんなサービスを利用しているか，事
業所が行っている対応について質問を設定した。
　３）過去の利用者の状況：過去に回答者の事業所を利用して
いた利用者で６カ月以上何らサービスを利用せずひきこもって
いる状態が続いている人の有無について項目を設けた。有り（い
る）を答えた場合には，「２）現在の利用者の状況」と同じ質
問項目を設定し，「２）現在の利用者の状況」とは別に，どの
くらいの年月で回答者の事業所のサービスを利用しなくなった
のかについても質問項目を設定した。
　なお，上記の質問紙の作成に際しては，著者が作成した質問
紙（仮案）を相談支援事業に関わる相談支援員に回答してもら
い，回答後に相談支援員の助言を受け，事業所職員が回答しや
すい表現や項目の設定を行った。
　４）自由記述：６カ月以上何らサービスを利用せず自宅にこ
もっている人について何を思うか，回答者（事業所職員）の意
見等を述べる自由記述欄を設けた。
３．分析の方法
　障害者総合支援法では３障害（身体障害，知的障害，精神障
害［発達障害を含む］），難病等をその対象にしており，事業所
のサービスもまたこれら複数障害に対応している。そのため，
回答した事業所がサービスを提供する障害が知的障害のみとは
限らない。そこで本研究では質問紙の集計結果から知的障害を
ともなう人（知的障害のみ，あるいは知的障害＋他障害，現在
N＝34，過去N＝43）を抽出し知的障害をともなうひきこもり
状態として分析した。
　主に単純集計による分析だが，現在と過去それぞれのひきこ
もり状態にある知的障害者の有無の地域差（Ａ県とＢ県）と，
性別の地域差（Ａ県とＢ県）についてはカイ二乗検定によるｔ
検定を行った。
　また，ひきこもり期間の平均と標準偏差を算出し，ひきこも
り状態にある人の平均年齢については，国勢調査の計算方法を
参照し，階級データからおおまかな平均値を算出した。カイ二
乗検定ではENQ98（わだちコンピュータハウス作成ソフト），
その他ではエクセルを使用した。
　なお，本研究の回収率と回答者が事業所の職員であることに
留意して分析および考察を行うこととした。
４．倫理的配慮
　著者の所属する聖徳大学ヒューマンスタディに関する倫理委
員会の承認を得て質問紙を作成し郵送（配布）した。
Ⅲ．結果
１．回答者
　回答者の性別は，男性152人（63.3％），女性87人（36.3％），
回答なし１人（0.4％）であった。回答者の事業所が提供する
サービスでは，介護給付サービスでは生活介護127件（52.9％），
訓練等給付サービスでは就労継続支援Ｂ型114件（47.5％），地
域生活支援事業サービスでは相談支援68件（28.3％）が最も多
かった。また，事業所が対象とする障害では知的障害226人（94.2
％）が最も多かった（Table1）。
２．現在の利用者でひきこもり状態にある知的障害者
　現在の利用者の中で，ひきこもり状態にある知的障害者がい
ると回答した事業所は27件（11.3％），いないは212件（88.3％），
回答なし１件（0.4％）で，地域によるひきこもり状態にある
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知的障害者の有無に有意差はなかった（χ2＝0.0517）。また，
事業所１件あたりのひきこもり状態にある知的障害者の人数は，
１人23件（85.2％）が最も多く，続いて２人３件（11.1％），５
人以上１件（3.7％）であった。
　ひきこもり状態にある利用者の平均年齢は35.4歳であったが，
最も多い年齢層は20 ～ 29歳と30 ～ 39歳の29.4％であった
（Table2）。性別は男性19人（55.9％），女性15人（44.1％）で，
地域による性別の有意差はなかった（χ2＝1.1636）。
　ひきこもり状態の平均期間は，56.2カ月（SD68.51，無回答
を除く）だが，１年未満８人（23.6％），１～２年未満７人（20.6
％）の順で多かった（Table3）。
　ひきこもり状態にある利用者が最後に通っていた学校は，特
別支援学校高等部21人（61.9％）が最も多かった2）。義務教育
終了後も学校（特別支援学校高等部，高校の特別支援学級，高
校）に通った経験がある人が全体の82.5％になった（Table4）。
　ひきこもるようになったきっかけは，病気８人（23.5％）が
最も多く，次に事業所のサービスになじめなかった７人（20.6
％）であった（Table5）。暮らしの状態は，外出することがあ
る20人（58.8％）が最も多く，次に家族以外と話をしない11人
（32.4％）が多かった（Table6）。また，家族と同居している割
Table1　事業所が対象とする障害（有効回答数N＝240，複数回答）
身体障害 知的障害 精神障害 発達障害 その他
数 134 226 115 94 6
率（％） 55.8 94.2 47.9 39.2 2.5
Table2　現在の利用者でひきこもり状態にある人の年齢（有効回答数N＝34）
15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳
数（人） 3 10 10 7 2 2
率（％） （8.8） （29.4） （29.4） （20.6） （5.9） （5.9）
Table3　現在の利用者でひきこもり状態にある人のひきこもり期間（有効回答数N＝34）
1年
未満
1～2年
未満
2～3年
未満
3～4年
未満
4～5年
未満
5～6年
未満
6～7年
未満
7～8年
未満
8～9年
未満
9～10年
未満
10年
以上
回答
なし
数（人） 8 7 2 4 3 2 0 1 1 0 5 1
率（％） （23.6） （20.6） （5.9） （11.8） （8.8） （5.9） （0.0） （2.9） （2.9） （0.0） （14.7） （2.9）
Table4　現在の利用者でひきこもり状態にある人が最後に通っていた学校（有効回答数N＝34）
中学校
中学校
特別支援
学級
高校
＊高校
特別支援
学級
専門学校，
短大，大学
特別支援
学校
中学部
特別支援
学校
高等部
特別支援
学校
専攻科
不明 回答なし
数（人） 3 1 5 2 0 0 21 0 1 1
率（％） （8.8） （2.9） （14.7） （5.9） （0.0） （0.0） （61.9） （0.0） （2.9） （2.9）
＊高等学校特別支援学級の設置状況との関係は検討していない
Table5　現在の利用者がひきこもり状態になったきっかけ（有効回答数N＝34，複数回答）
病気 家族の質の問題 家族の死亡
事業所の
人間関係
事業所の
サービスに
なじめなかった
不明 回答なし
数（人） 8 6 2 1 7 7 8
率（％） （23.5） （17.6） （5.9） （2.9） （20.6） （20.6） （23.5）
Table6　現在の利用者でひきこもり状態にある人の暮らし（有効回答数N＝34，複数回答）
昼夜逆転の
暮らし
外出する
ことが ある
家族以外と
話をしない
一日中家に
いる 不明
数（人） 9 20 11 9 3
率（％） （26.5） （58.8） （32.4） （26.5） （8.8）
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合が高く，とくに母26人（76.5％）が高かった（Table7）。
　事業所が提供しているサービスは，介護給付サービスでは生
活介護14件（41.2％），訓練給付サービスでは就労支援B型８件
（23.5％），地域生活支援事業サービスでは相談支援７件（20.6％）
であった（回答なしを除く）。さらに事業所がひきこもり状態
にある知的障害者に行っている対応は，電話21件（61.8％）が
最も多く，何もしていないは８件（23.5％）であった（Table8）。
３．過去の利用者でひきこもり状態にある知的障害者
　過去の利用者でひきこもり状態にある知的障害者がいると回
答した事業所は33件（13.8％），いないは202件（84.1％），回答
なし５件（2.1％）であった。地域によるひきこもり状態にあ
る知的障害者の有無に有意差はなかった（χ2＝0.0260）。また，
事業所１件あたりの人数は１人27件（81.8％）が最も多く，続
いて２人３件（9.1％），３人２件（6.1％），４人１件（3.0％）
であった。そして，事業所をやめるまでの期間は回答があった
中では１～２年未満が18.6％と多かったが，回答なしが39.5％
であった（Table9）。
　ひきこもり状態にある利用者の平均年齢は37.8歳であった。
最も多い年齢層は20 ～ 29歳の34.8％で，15 ～ 19歳はいなかっ
た（Table10）。性別は男性29人（67.4％），女性14人（32.6％）で，
地域による性別の有意差はなかった（χ2＝0.9431）。
　ひきこもり状態の平均期間は，46.1カ月（SD58.67，無回答
を除く）だが，１～２年未満11人（25.6％）が最も多く，続い
て２～３年未満９人（20.9％）であった（Table11）。
　ひきこもり状態にある者が最後に通っていた学校は，特別支
援学校高等部28人（65.1％）が最も多かった2）。義務教育終了
Table7　現在の利用者でひきこもり状態にある人が同居している人（有効回答数N＝34，複数回答）
父 母 きょうだい 祖父 祖母 配偶者 単身世帯
ケア
ホーム
グループ
ホーム 施設入所 回答なし
数（人） 17 26 9 0 2 0 3 0 0 0 5
率（％） （50.0） （76.5） （26.4） （0.0） （5.9） （0.0） （8.8） （0.0） （0.0） （0.0） （14.7）
Table8　事業所が行っている対応（有効回答数N＝34，複数回答）
訪問対応 電話対応 他機関への相談をすすめている 何もしていない
数 15 21 8 8
率（％） （44.1） （61.8） （23.5） （23.5）
Table9　利用者が事業所をやめるまでのひきこもり状態の期間（有効回答数N＝43）
1年未満 1～2年未満
2～3年
未満
3～4年
未満
4～5年
未満
5～6年
未満
6～7年
未満
7～8年
未満
8～9年
未満
9～10年
未満
10年
以上
回答
なし
数（人） 7 8 6 4 0 0 0 0 0 0 1 17
率（％） （16.3） （18.6） （14） （9.3） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （2.3） （39.5）
Table10　過去の利用者でひきこもり状態にある人の年齢（有効回答数N＝43）
15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳
数（人） 0 15 10 10 7 1
率（％） （0.0） （34.8） （23.3） （23.3） （16.3） （2.3）
Table11　過去の利用者でひきこもり状態にある人のひきこもり期間（有効回答数N＝43）
1年
未満
1～2年
未満
2～3年
未満
3～4年
未満
4～5年
未満
5～6年
未満
6～7年
未満
7～8年
未満
8～9年
未満
9～10年
未満
10～15年
未満
15～20年
未満
20年
以上
回答
なし
数（人） 6 11 9 3 0 3 1 0 0 0 5 0 1 4
率（％） （1.4） （25.6）（20.9） （7） （0.0） （7） （2.3） （0.0） （0.0） （0.0） （11.6） （0.0） （2.3） （9.3）
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後も学校（特別支援学校高等部，高校の特別支援学級，高校）
に通った経験がある人が全体の79％になった（Table12）。
　ひきこもるようになったきっかけは，事業所のサービスにな
じめなかった12人（27.9％），家族の質の問題12人（27.9％）が
最も多かった（Table13）。暮らしの状態は，一日中家にいる
21人（48.8％）が最も多く，次に外出することがある14人（32.6
％）が次いで多かった（Table14）。また，家族と同居してい
る割合が高く，とくに母32人（74.4%）であった（Table15）。
　事業所が提供していたサービスは，介護給付サービスでは生
活介護15件（34.9％），訓練給付サービスでは就労支援B型18件
（41.9％），地域生活支援事業サービスでは相談支援４件（9.3％）
であった。さらに事業所が行っている対応は電話18件（41.9％）
が最も多く，何もしていないは10件（23.3％）であった（回答
なしを除く）（Table16）。 
Ⅳ．考察
１．現在の利用者でひきこもり状態にある知的障害者
　回答者の事業所を利用している者の中で，現在ひきこもり状
態にある知的障害者は11.3％と，少ない割合ではあるが存在した。
　また，ひきこもり状態にある知的障害者の性別比をみると男
性（55.9％）が多かった。さらに，ひきこもり状態にある知的
障害者の年齢は，平均35.4歳，20代（29.4％）と30代（29.4％）
の割合が高かった。最後に通った学校と合わせて見れば，本研
究でひきこもり状態にある知的障害者は学校卒業後，とりわけ
特別支援学校高等部卒業後の10 ～ 20年の間にひきこもり状態
になったといえよう。
Table12　過去の利用者でひきこもり状態にある人が最後に通っていた学校（有効回答数N＝43）
中学校
中学校
特別支援
学級
高校
＊高校
特別支援
学級
専門学校，
短大，大学
特別支援
学校
中学部
特別支援
学校
高等部
特別支援
学校
専攻科
不明
数（人） 3 2 1 5 0 2 28 0 2
率（％） （7） （4.7） （2.3） （11.6） （0.0） （4.7） （65.1） （0.0） （4.7）
＊高等学校特別支援学級の設置状況との関係は検討していない
Table13　過去の利用者がひきこもり状態になったきっかけ（有効回答数N＝43，複数回答）
病気 家族の質の問題 家族の死亡
事業所の
人間関係
事業所の
サービスに
なじめなかった
不明 回答なし
数（人） 10 12 3 5 12 5 5
率（％） （23.3） （27.9） （7） （11.6） （27.9） （11.6） （11.6）
Table14　過去の利用者でひきこもり状態にある人の暮らし（有効回答数N＝43，複数回答）
昼夜逆転の
暮らし
外出する
ことが ある
家族以外と
話をしない
一日中家に
いる 不明 回答なし
数（人） 4 14 9 21 8 4
率（％） （9.3） （32.6） （20.9） （48.8） （18.6） （9.3）
Table15　過去の利用者でひきこもり状態にある人が同居している人（有効回答数N＝43，複数回答）
父 母 きょうだい 祖父 祖母 配偶者 単身世帯
ケア
ホーム
グループ
ホーム 施設入所 回答なし
数（人） 21 32 17 0 1 0 0 0 3 2 0
率（％） （48.6） （74.4） （39.6） （0.0） （2.3） （0.0） （0.0） （0.0） （7） （4.7） （0.0）
Table16　事業所が行っている対応（有効回答数N＝43，複数回答）
訪問対応 電話対応 他機関への相談をすすめている 何もしていない 回答なし
数 11 18 13 10 8
率（％） （25.6） （41.9） （30.2） （23.3） （18.6）
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　ひきこもるようになったきっかけでは，本人の病気（23.5％）
が最も多いものの，事業所のサービスになじめなかった（20.6
％）の割合も高かった。現行制度（障害者総合支援法）下では，
相談支援が強化され，モニタリング（サービス等の利用計画の
見直し）が行われているが，知的障害者のニーズに応じたサー
ビスを提供することとの難しさが推測できる。さらに，ひきこ
もり状態にある人が利用している日中サービスは，介護給付サ
ービスでは生活介護（41.2％），訓練給付サービスでは就労支
援B型（23.5％）が高く，本研究のひきこもり状態にある知的
障害者は障害支援区分において支援の必要度が高いといえよう。
また，事業所の対応としては，電話対応（61.8％）が高く，次
いで訪問対応（44.1％）が行われていた。電話対応が訪問対応
よりも高い理由の一つには，現行制度下の欠席時対応加算にお
ける電話対応の対応加算が考えられる。
　本研究でひきこもり状態にある知的障害者の暮らしは，外出
することがある（58.8％）が高く，とりわけ両親と同居してい
る者の割合が高い。斎藤（2010）が家族支援の必要性も指摘し
ているように，知的障害者のひきこもり状態に対する支援では
両親への対応も不可欠といえよう。
２．過去の利用者でひきこもり状態にある知的障害者
　過去に回答者の事業所を利用していた者で何らサービスを利
用せず，ひきこもり状態にある知的障害者は13.8％と少ない割
合であるが存在していた。また，性別の比率は男性（67.4％）
が高く，本研究の現在の利用者と同様の傾向が見られた。
　過去の利用者でひきこもり状態にある知的障害者の年齢は，
平均37.8歳，20代が34.8％と最も多く，30代以降では65.2％になる。
したがって，本研究の現在の利用者に比べて年齢層が高いとい
えよう。最後に通った学校は，高校段階が多く，本研究の現在
の利用者と同様に義務教育終了後も学校に通っていた者が多い。
　回答者の事業所を利用していた者がひきこもるようになった
きっかけは，家族の質の問題とともに事業所のサービスになじ
めなかった（27.9％）が最も多かった。また，ひきこもり状態
に陥る前に利用していた日中サービスと合わせてみれば，介護
給付サービスでは生活介護（34.9％），訓練等給付サービスで
は就労支援B型（41.9％）が最も多く，障害支援区分において
支援の必要度が高い人の相談支援やモニタリングの強化が不可
欠であるといえよう。
　過去の利用者ではあるが，ひきこもり状態にある知的障害者
に対して回答者の事業所では何らかの支援を行っていた。電話
対応は41.9％で最も多かったが，本研究の現在の利用者に比べ
て19.9ポイント減少し，訪問対応も25.6％と現在の利用者に比
べて18.5ポイント減っていた。ポイントは現在に比べて減った
ものの，事業所は報酬請求にはならない支援を自主的に行って
いるといえよう。
　回答者の事業所を過去に利用していたひきこもり状態にある
知的障害者の暮らしは，一日中家にいる（48.8％）が最も多く
なり，現在の利用者で割合が高かった外出することがあるは
32.6％と26.2ポイント減っており，本研究の現在と比べれば過
去の利用者の方がひきこもり状態が強まるといえる。また，本
研究の現在の利用者と同じく，家族と同居している者が多く，
家族支援が不可欠である。
３．ひきこもり状態にある知的障害者の実態像
　本研究の調査では現在の利用者と過去の利用者のいずれにお
いても，少ない数ではあるがひきこもり状態の知的障害者が存
在し，その性別比は男性の方が高い結果であった。
　ひきこもり状態にある知的障害者の平均年齢は，現在・過去
の利用者ともに30代であり，本研究の調査では高校段階卒業後
すぐというよりも，教育から福祉への移行後10 ～ 20年間にひ
きこもり状態が生じたと考えられる。また，現在・過去の利用
者ともに家族と同居している割合が高く，とりわけ父母との同
居率が高い。しかし，本研究のひきこもり状態にある知的障害
者の平均年齢を考えれば，高齢の父母と同居しているといえよ
う。
　そして，ひきこもり状態になったきっかけは，現在・過去の
利用者ともに本人の体調（病気）や家族の問題が割合としては
高いが，事業所のサービスになじめないとの回答も決して低く
はなかった。それに加えて，現在・過去の利用者ともに利用し
ている（利用していた）日中サービスは，障害支援区分におい
て支援の必要度が高いサービスであった。したがって，本研究
のひきこもり状態にある知的障害者に対する支援として，現行
制度下で実施されている相談支援やモニタリングの機能は重要
な意味を有するといえよう。また，障害者に対する相談支援に
ついて事業者は，障害者と事業者の人間関係の形成や信頼関係
の構築を基盤とし，障害者のニーズを把握することの重要性を
示しているが（高野［2013］53），知的障害の障害特性に応じ
た相談支援やモニタリングがどのように行われているかについ
ても検討が必要である。
　一方，本研究の調査の回答者である事業所がひきこもり状態
にある知的障害者にどのような対応や支援を行っているかとい
うと，現在・過去の利用者ともに電話対応が高い割合で行われ
ていた。とくに過去の利用者の場合には，対応そのものは事業
所の報酬請求の対象にはならないにもかかわらず，過去の利用
者であっても事業所が自主的にひきこもり状態にある知的障害
者への対応を行っていた。だが，現在の利用者の場合には欠席
時対応加算の制度があるため，欠席時対応加算と電話対応の相
互関係も検討しなければならない。
　本研究のひきこもり状態にある知的障害者の暮らしの特徴と
して，外出することがあることも示された。だが，現在よりも
過去の利用者の方が一日中家にいる割合が高かった。
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Ⅴ．調査方法における課題・残された課題
　本研究の調査方法は郵送方式による質問紙調査であったため，
回収率が極めて低く，本研究の結果と考察は一定層の結果とな
ってしまった。そのため，今後は面接調査などによる回収率の
高い調査が望まれる。
　だが，一方で回収率の低さは本研究の調査で作成した質問紙
の内容からも指摘できる。それは，事業所が様々な障害種を対
象にサービスを提供しているにもかかわらず，質問紙の題目を
「知的障害者のひきこもり状態に関するアン ケート調査」とし
たため回答しにくいという印象を与えたと考えられるからであ
る。さらに，倫理的配慮を考慮したために，質問紙に併せて参
加者の署名を求める同意文書を添付したことも回答を難しくさ
せた要因であると考える。
　また最終学歴の結果では現在，過去ともに「高校特別支援学
級」が０ポイントではなかった。この結果について学校教育法
及び学習指導用要領，そして高等学校特別支援学級の設置状況
と含めた検討が必要である。
　最後に残された課題として以下があげられる。まず，本研究
の調査対象は事業所の職員であったため，本研究のひきこもり
状態にある知的障害者とは，事業所の職員が把握できる範囲内
の実態像であることが指摘できる。すなわち，何ら福祉サービ
スと接点がない知的障害者のひきこもり状態については，本調
査では明らかにできなかった。この点が残された課題である。
さらに，Koyama（2010）が明らかにした日本におけるひきこ
もりの出現率は男性が多く（Koyama［2010］71; 斎藤［2010］8），
ひきこもり状態の平均年齢は28.9歳，出現する年齢は20歳代が
30 ～ 40歳代よりも多いと示されている（Koyama［2010］
72; 斎藤［2010］8）。本研究とは調査対象3）が異なるため，単
に比較できないが，知的障害者のひきこもり状態における特徴
を明らかにするためにも，Koyama（2010）の調査結果を踏ま
えた研究が必要である。
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［注］
１）  平成27（2015）年８月に厚生労働省から発表された「社会的孤立に対す
る施策について－ひきこもり施策を中心に－」においても，齊藤（2010）
の定義を使用している。
２）  高校特別支援学級の数値は，現在２人（5.9％），過去５人（11.6％）であっ
た。学校教育法では高等学校に特別支援学級を設置できることになっ
ているが，高等学校の学習指導要領に特別支援学級の規定が設けられ
ていないため基本的には特別支援学級の設置は難しい。
３）  「こころの健康についての疾学調査に関する研究（主任研究者：川上憲
人）」の調査は，全国11市町村の20～49歳までの住民から無作為に選択
された1660名を対象に直接面接をしており（Koyama［2010］70；斎藤
［2010］8），本稿の調査対象は福祉サービスを提供している事業所の職
員のため対象が異なる。
